資料②
シンクタンクWT
平成２９年７月８日　策定
司法書士法人モデル定款
　はじめに
　本モデル定款は、司法書士法人制度の運用状況を踏まえ、「司法書士法」の第五章ならびに同法第４６条第１項ないし第６項によって準用される「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」および「会社法」の規定に関して考えられ得る解釈を基礎に、司法書士法人の定款の策定および変更などの際の参考に供する目的で作成したものである。
　本モデル定款は、ある程度の社員たる司法書士を擁する司法書士法人を念頭に置いたものとなっている。そのため、従前までは総社員の同意を必要とする意思決定事項について、多数決による意思決定を可能にするべく、任意に社員総会を設けるとともに、決議する事項に応じた、いわゆる普通決議（第１７条第１項）と特別決議（同条第２項）の２つの決議方法を設けている。また、社員の議決権についても、１社員につき１議決権とするのでいわゆる頭数多数決ではなく、出資の口数によって社員ごとに保有議決権数が異なり得る、いわゆる資本多数決の考え方を採り入れたものとなっている（第１６条第１項）。
　司法書士法人によっては、本モデル定款が社員総会の普通決議または特別決議によるものとしている事項につき、従前どおり、社員総会を置くことを前提とすることなく、「総社員の同意」を要することとしたり、「総社員の三分の二以上の同意」もしくは「総社員の過半数の同意」によって決定することも考えられる。また、社員総会を置く場合であっても、本モデル定款の定める普通決議や特別決議とは異なる成立要件を採用することも考えられる。
　本モデル定款の他の定めについても、各司法書士法人の実情を踏まえて、採用の是非を判断するとともに、必要に応じて本モデル定款の定めを適宜修正したうえで、実際の定款に反映されたい。
　モデル定款
司法書士法人○○事務所　定款
第１章　総則
（名称）
第１条　当法人は、司法書士法人○○○事務所と称する。
（目的）
第２条 当法人は、次の各号に掲げる業務を行うことを目的とする。
一　登記または供託に関する手続について代理すること
二　 法務局または地方法務局に提出し、または提供する書類または電磁的記録を作成すること（ただし、第四号に掲げる事務を除く）
三 　法務局または地方法務局の長に対する登記または供託に関する審査請求の手続について代理すること
四 　裁判所もしくは検察庁に提出する書類または筆界特定の手続において法務局もしくは地方法務局に提出しもしくは提供する書類もしくは電磁的記録を作成すること
五　前各号の事務について相談に応ずること
六　 簡易裁判所における裁判所法第３３条第１項第一号所定の額を超えない民事訴訟法に定められた訴訟手続（上訴の提起（自ら代理人として手続に関与している事件の判決、決定または命令に係るものを除く）、再審および強制執行手続を除 く）、和解手続、支払督促手続、訴え提起前の証拠保全手続、民事保全法に定められた手続、民事調停法に定められた手続および民事執行法に定められた少額訴訟債 権執行手続について代理すること
七　前号について、相談に応じ、または裁判外の和解について代理すること
八　筆界特定の手続であって対象土地に関する法令による計算額が裁判所法第３３条第１項第一号所定の額を超えないものについて、相談に応じ、または代理すること
九 　当事者その他関係人の依頼または官公署の委嘱により、管財人、管理人その他これらに類する地位に就き、他人の事業の経営、他人の財産の管理もしくは処分を行う業務またはこれらの業務を行う者を代理し、もしくは補助する業務
一〇　当事者その他関係人の依頼または官公署の委嘱により、後見人、保佐人、補助人、 監督委員その他これらに類する地位に就き、他人の法律行為について、代理、同意もしくは取消しを行う業務またはこれらの業務を行う者を監督する業務
一一　司法書士または司法書士法人の業務に関連する講演会の開催、出版物の刊行その
他の教育および普及の業務
一二　 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律第３３条の２第１項に規定 する特定業務
一三　司法書士または司法書士法人の事務に附帯し、または密接に関連する業務
（事務所の所在地）
第３条 当法人は、主たる事務所を○○県□□市に 置き、従たる事務所を次の地に置く。
　一 　□□県□□市
　二　□□県□□市
２　従たる事務所の新たな設置または廃止は、第１８条第２項所定の社員総会の特別決議により行うものとする。
第２章　社員および出資
（社員および出資）
第４条　社員の氏名、住所および司法書士法第３条第２項所定の司法書士（以下、「特定社員」という。）であるか否かの別ならびに出資の目的、金額および評価の基準は、次のとおりとする。

氏名 ○○○○

住所 □□県□□市△△番地

　金銭 金○○万円

　特定社員である

氏名 ○○○○

住所 □□県□□市☆☆番◎◎号

　金銭 金○○万円

　特定社員でない
（持分譲渡の制限）
第５条　社員は、その持分の全部または一部を社員以外の者に譲渡しようとするときには、当法人所定の様式による承諾の承認の請求を行い、第１８条第２項所定の社員総会の特別決議による承認を得るものとする。
（社員の内部的責任）
第６条　社員は、当法人の債務について連帯責任を負う。ただし、内部的には出資額の割合いに応じた責任を負うものとする。
（脱退した社員の責任）
第７条　第５条所定の持分の全部の譲渡を行った社員ならびに第１０条および第１１条に基づき脱退した社員は、その登記をする前に生じた当法人の債務について、従前の責任の範囲内でこれを弁済する責任を負う。
（新加入社員の責任）
第８条　第５条により持分の全部または一部の譲渡を受けた者ならびに第９条により新たに当法人に加入した社員は、加入前に生じた当法人の債務についてもこれを弁済する責任を負う。
第３章　社員の加入および脱退
（社員の加入）
第９条　当法人は、第１８条第２項所定の社員総会の特別決議によって、新たな社員を加入させることができる。
（任意脱退）
第１０条　社員は、６か月前に予告したうえ、事業年度の終了の時において脱退することができる。
２　前項の定めにかかわらず、社員は、当法人の設立時または加入時に前提としていた状況が著しく変更され、当初の合意どおりに社員としての地位にとどまることが困難となる等のやむを得ない事由があるときには、いつでも脱退することができる。
（強制脱退）
第１１条　社員は、次の事由によって脱退する。
一　当法人が別に定める規則における定年に達したとき
二　司法書士の登録を取り消されたとき
三　第１８条第２項所定の社員総会の特別決議がなされたとき
四　死亡したとき
五　破産手続開始の決定がなされたとき
六　後見開始、保佐開始、補助開始または任意後見契約にかかる任意後見監督人選任の審判を受けたとき
七　司法書士法第２８条第２項各号所定のいずれかに該当することとなったとき
八　司法書士法第４６条第２項によって準用される会社法第８５９条所定の除名がなされたとき
（脱退に伴う持分の払戻し）
第１２条　前条第八号所定の除名により脱退した社員と当法人との間の計算は、除名の訴えを提起した時における当法人の財産の状況に従い、出資の割合によってその持分を払い戻すものとし、かつ当該訴えを提起した時から法定利息を付するものとする。
２　前条以外の事由により脱退した社員と当法人の計算は、脱退時における当法人の財産の状況に従い、出資の割合によってその持分を払い戻すものとする。
３　脱退した社員の持分の払戻しは、その出資の目的にかかわらず金銭をもってするものとする。
第４章　社員総会
（社員総会の設置と権限）
第１３条　当法人は、すべての社員で組織する社員総会を置く。
２　社員総会は、本定款に定める事項のほか、必要に応じて、当法人の組織、運営、管理その他の事項について決議する。
（招集）
第１４条　社員総会は、定時社員総会および臨時社員総会とし、定時社員総会は、毎事業年度終了後３か月以内にこれを招集し、臨時社員総会は必要があるときに随時これを招集する。
２　社員総会は、第２７条第５号所定の理事長が招集する。ただし、当該理事長に事故または支障があるときは、他の社員が社員総会を招集することができる。
３　社員総会の招集は、会日の１週間前までに、すべての社員に通知を発することによって行う。ただし、緊急に社員総会を開催する必要があるとき、またはすべての社員の同意があるときには、招集手続を経ることなく社員総会を開催することができる。
（議長）
第１５条　社員総会の議長は、第２７条第５号所定の理事長が議長を務める。ただし、当該理事長に事故または支障があるときは、他の社員の中から互選によって議長を選任する。
（議決権）
第１６条　社員総会において、社員は第４条所定の出資金額金○○円を１口とし、１口につき１個の議決権を有する。
２　社員総会の決議事項に関し特別の利害関係を有する社員は、当該事項について議決権を行使することができない。
（決議方法）
第１７条　社員総会の決議は、議決権を行使することのできる社員の議決権の過半数を有する社員が出席し、出席した当該社員の議決権の過半数をもって行う（この方法による決議を「普通決議」という。）。
２　前項の定めにかかわらず、次に掲げる社員総会の決議は、議決権を行使することのできる社員の議決権の過半数を有する社員が出席し、出席した当該社員の議決権の４分の３以上の多数をもって行う（この方法による決議を「特別決議」という。）。
一　第３条第２項所定の従たる事務所の設置および廃止
二　第５条所定の持分の全部または一部の譲渡
三　第９条所定の社員の加入
四　第１１条第三号所定の脱退
五　第２７条第２項および第３項所定の代表社員の選定および解職
六　第２７条第５項および第６項所定の会長、理事長および副理事長の選定および解職
七　第３２条所定の利益配当
八　第３４条所定の合併
九　第３５条第一号所定の解散
一〇　第３６条第１項所定の解散の際の財産の処分方法
一一　第３６条第２項所定の清算人の選任および解任
一二　第３８条所定の定款の変更
（議決権代理行使）
第１８条　社員は、社員総会において、他の社員１名を代理人として議決権を行使することができる。ただし、この場合には、社員総会ごとに代理権を証する書面を提出しなければならない。
（議事録）
第１９条　社員総会の議事については、次に掲げる事項を記載または記録した社員総会議事録を作成し、出席社員が記名押印または電子署名する。
一　社員総会の開催日時および場所
二　出席した社員の氏名
三　議長の氏名
四　議事の経過の要領およびその結果
２　前項の議事録は、社員総会を開催した日から１０年間、当法人の主たる事務所に備え置くものとする。
３　社員は、当法人の営業時間内であればいつでも第１項の議事録の閲覧または謄写を請求することができる。
（書面決議）
第２０条　社員が社員総会の目的である事項について書面により提案した場合において、当該提案につき社員全員が書面により同意の意思表示をしたときには、当該提案を可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす（この方法にみなし決議を「書面決議」という。）。
２　前項の書面決議を行った場合、社員総会の議事録は、次に掲げる事項を内容として作成する。
一　書面決議の内容
二　本条第１項所定の提案をした者の氏名
三　書面決議が行われた日
四　議事録の作成に関する職務を行った社員の氏名
３　前項の議事録は、社員総会を開催した日から１０年間、当法人の主たる事務所に備え置くものとする。
４　社員は、当法人の営業時間内であればいつでも第２項の議事録の閲覧または謄写を請求することができる。
第５章　法人の業務執行および代表
（業務の執行）
第２１条　当法人の業務執行の決定は、第１８条第１項所定の社員総会の普通決議により決定する。
２　社員は、すべて業務を執行する権利を有し、義務を負う。
３　前項の定めにかかわらず、第２条第六号ないし第八号の業務は、第４条所定の特定社員のみが業務を執行する権利を有し、義務を負う。
（社員の報告義務）
第２２条　社員は、当法人または他の社員の請求があるときには、いつでもその職務の執行の状況を報告し、その職務が終了したときには、遅滞なくその経過および結果を報告しなければならない。
（社員の報酬等）
第２３条　各社員の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当法人が各社員に支給する財産上の利益は、第１８条第１項所定の社員総会の普通決議により決定する。
（競業禁止）
第２４条　社員は、自己もしくは第三者のために当法人の業務の範囲に属する業務を行い、または他の司法書士法人の社員となってはならない。
（社員法人間の取引）
第２５条　社員は、次の行為をする場合には、第１８条第１項所定の社員総会の普通決議による 承認を受けなければならない。
一　自己または第三者のために当法人と取引しようとするとき
二　当法人が社員の債務を保証することその他社員でない者との間において当法人と当該社員との利益が相反する取引をしようとするとき
（損害賠償責任）
第２６条　社員は、故意または重過失による場合を除き、任務懈怠による当法人に対する損害賠償責任を負わないものとする。
（代表社員）
第２７条　当法人には、法人を代表する社員（以下、「代表社員」という。）○○名を置く。
２　代表社員は、社員の中から、第１８条第２項所定の社員総会の特別決議をもって選定する。
３　代表社員は、第１８条第２項所定の社員総会の特別決議をもって解職することができる。
４　代表社員は、いつでも辞任することができる。ただし、当法人に不利な時期に辞任したときには、やむを得ない事由がある場合を除き、当法人に生じた損害について賠償しなければならない。
５　社員総会は、第１８条第２項所定の社員総会の特別決議をもって、代表社員の中から、会長１名、理事長１名および副理事長若干名を選定することができる。
６　前項の会長、理事長および副理事長は、第１８条第２項所定の社員総会の特別決議をもって解職することができる。
第６章　計算
（事業年度）
第２８条　当法人の事業年度は、毎年○月１日から翌年○月３１日までとする。
（計算書類）
第２９条　当法人は、次の計算書類を作成する。
一 　貸借対照表
二　損益計算書
三 　社員資本等変動計算書
四 　個別注記表
（計算書類の承認）
第３０条　代表社員は、毎営業年度の終了の時から２か月以内に、前条に定める計算書類を作成し、社員 総会に提出して第１７条第１項所定の普通決議による承認を受けなければならない。
２　計算書類は作成した時から１０年間、当法人の主たる事務所において保存する。
３　社員は、当法人の営業時間内であれば、いつでも計算書類の閲覧または謄写を請求することができる。
（損益分配の割合）
第３１条　各事業年度の利益または損失は、当該事業年度の末日における各社員の出資の価額に応じて分配する。
（利益配当）
第３２条　当法人は、利益配当をしようとするときには、第１７条第２項所定の社員総会の特別決議により、次に掲げる事項について定めるものとする。
一　配当財産の種類および帳簿価格の総額
二　社員に対する配当財産の割当てに関する事項
三　当該利益の配当が効力を生ずる日
第７章　合併
（合 併）
第３３条　当法人が他の司法書士法人と合併をするには、第１７条２項所定の社員総会の特別決議による承認を得なければならない。
（合併を行う場合の公告の方法） 
第３４条　当法人は、司法書士法第４５条の２第３項所定の合併を行う際の公告を、官報のほか、○○○○新聞に掲載する方法により行う。
第８章　解散および清算
（解散事由）
第３５条　当法人は、次に掲げる事由により解散する。
一　第１８条第２項所定の社員総会の特別決議
二 　他の司法書士法人との合併
三　社員が１人になり、そのなった日から引き続き６か月間その社員が２人以上にならなかった場合において、その6か月を経過した時
四 　当法人の破産手続開始の決定
五 　解散を命ずる裁判
六 　司法書士法第４８条第１項第三号所定の解散の処分
（清算の方法）
第３６条　当法人が解散した場合の財産の処分方法は、第１８条第２項所定の社員総会の特別決議をもってこれを定める。
２　清算人の選任および解任は、第１８条第２項所定の社員総会の特別決議をもってこれを定める。
（残余財産の分配の割合）
第３７条　当法人が解散した場合の残余財産は、各社員に対し、出資の価額に応じて分配する。
第９章　定款の変更
（定款の変更）
第３８条　本定款の変更は、 第１８条第２項所定の社員総会の特別決議によりこれを行う。
第１０章　附則
（設立当初の代表社員）
第３９条　当法人の設立当初の代表社員は、○○ ○○および○○ ○○とする。
（法令の準拠）
第４０条　本定款に定めのない事項は、司法書士法その他法令の定めるところによるものとする。
　以上、司法書士法人○○○事務所設立のため、この定款を作成し、各社員は以下に記名押印する。
平成 　　年　　 月　　日
社員　
○　○　○　○
社員
○　○　○　○
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